
 

 ２００３年度予算について 

早稲田大学財務通信 

 

【予算編成にあたって】 

 
私学を取巻く環境は、経済の長期低迷あるいは少子高齢化な

どの要因に加えて、2004 年 4 月の国立大学の独立行政法人化、

あるいは構造改革特区での株式会社による学校設置参入等の要

因も加わり、厳しさを増してきています。このような動きは、社会の

高等教育機関に対する視線が厳しくなってきていることのあらわれ

ですが、そのことはまた社会が高等教育機関に対して強い期待を

抱いていることでもあると考えます。私学としては、建学の精神に立

ち返り、このような社会の要請に対して、どのような教育研究体制を

打ち出せるか、厳しく問われる状況となってきています。 

このような認識のもとで、本学ではすでに「21 世紀の教育研究

グランドデザイン」を作成し、これに基づいて諸事業を遂行していま

す。2003 年度は、この「21 世紀の教育研究グランドデザイン」に盛

込まれた事業計画のうち、人間科学部を再編しあらたにスポーツ科

学部を開設し、専門職の大学院として公共経営研究科、北九州の

学園都市には大学院情報生産システム研究科を開設し、アジア太

平洋研究科に国際経営学専攻専門大学院を設置し、川口のＳＫＩＰ

シティには川口芸術学校を開設します。また 2004 年度には国際教

養学部、大学院金融経済研究科および法科大学院の開設を計画し

ています。また今後の教育研究の充実を図るため、施設面では西

早稲田キャンパスでのＢ棟建設に加えて正門前の開発や、本庄校

地開発、所沢校地開発等の施設整備計画も引き続き実施すること

になります。 

2003 年度予算では、これら新規事業について、現在確定してい

るものについては予算に盛込みました。収入の伸びが多くを期待で

きない厳しい状況ですので、予算編成にあたっては、既存事業を厳

しく見直し、諸経費の節減等に努めましたが、結果として約 115 億

円の消費支出超過予算となりました。学部、大学院の開設は 2003

年度、2004 年度で一段落しますが、財政的には、経費支出が先行

するため、現在の試算では 2005 年度まで厳しい財政運営を強いら

れると考えています。厳しい予算となりましたが、これらの諸事業を

推進していくことは、本学が社会の要請に応えるためには必要なも

のであると考えておりますので、ぜひご理解とご協力をお願いいた

します。 

 

【予算の概要】 
 

収入面では、学費の改定分や学生数の増加等により学生生徒

等納付金の増収が見込める他は、多くを期待できない状況にあり

ます。 

学生生徒等納付金は、授業料 1.5％改定等の増収に加え在学

生数の増加も見込まれ、総額では対前年度比 18 億 620 万円増の

533 億 5,412 万円となる見込みです。 

入学検定料は、前年度を 284 万円上回る 39 億 3,075 万円、

証明手数料等を合わせた手数料総額では、39 億 8,975 万円とな

る見込みです。 

寄付金は、創立 125 周年記念事業募金を 28 億 3,000 万円見

込んだほか、指定寄付金を 8 億円、教育振興資金を 2 億円見込

んだこと等により、寄付金総額では、対前年度比 1 億 2,727 万円

増の 39 億 3,018 万円となります。 

補助金については、経常費補助金が前年度比 4 億 5,000 万円

減の 85 億円、施設整備費補助金を 1 億 8,000 万円、東京都・埼

玉県からの両高等学院への補助金を 5 億 5,000 万円見込みまし

た。補助金総額では、対前年度比 5 億 5,378 万円減の 92 億

7,683 万円を見込みました。 

事業収入は、前年度予算に比べて１億 1,146 万円増の 41 億

1,086 万円を見込みました。 

以上から、帰属収入総額は前年度予算額を 14 億 5,641 万円

上回る 776 億 4,106 万円となります。 

支出面では、経費の削減によって捻出した原資を各種の新規

事業等の財源に振り向けましたが、学部や研究科の新設等により、

消費支出合計は前年度予算を 18 億 4,463 万円上回る 708 億

4,144 万円となります。 

基本金として支出する組入額の合計は、前年度より 5 億 4,870

万円増加し 183 億 7,200 万円となります。 

第１号基本金として支出される校地・校舎・機械器具・備品・図書

等の施設・設備関係の支出は前年度に比べて 29 億 4,222 万円

増の 165 億 3,199 万円となる見込みです。この中には、本庄イン

キュベーション施設工事費、正門前整備工事、Ｂ棟新築工事等が

盛り込まれています。 

第 2 号基本金には、将来取得する固定資産に充てる金銭その

他の資産の額として、創立 125 周年記念事業資金へ 26 億 4,374

万円を組み入れています。また、過去に積み立てた第 2 号基本金

から、施設建設費の支払いに充てるため 8 億 5,000 万円を取り崩

しています。 

第 3 号基本金は、奨学基金など基金として継続的に保持し、か

つ、運用する金銭その他の資産の額であり、2003 年度は 4,626 万

円を支出する予定です。 

以上から、消費収支差額は単年度で 115 億 7,239 万円の支出

超過、累計では 630 億 4,497 万円の支出超過となる見込みです。 

また資金面では、2003年度中に入金が見込まれる資金の総額

は、891億2,676万円で、これに前年度からの繰越支払資金(見

込)120億8,199万円を加えると、収入総額は1,012億875万円となり

ます。これに対して2003年度の事業活動に必要と見込まれる資金

の総額は、903億3,481万円となります。これにより、2004年度へ繰

り越される支払資金は108億7,394万円となり、2002年度末に比べ

12億805万円の支払資金の減少となる見込みです。 

以上のような厳しい予算を組みましたが、2003 年度予算の執行

にあたっては、一層の経費節減による“無駄なし経営”の徹底を行

い、大学の財政基盤をより一段と強固なものとするよう努めていき

ます。 

 

【資金収支予算書の概要】 

 

資金収支予算書は、当該会計年度における法人全体の教育

研究等諸活動に対応するすべての資金の動き、いわゆる資金繰

りの状況を示すものです。 

したがって、収入の部には学生生徒等納付金収入、手数料収

入、寄付金収入、補助金収入、事業収入等法人に帰属する収入

のほか、建設工事の財源の一部としての借入金等収入、当年度

末に受け入れる次年度分学費等の前受金収入、特定預金から引

き出して支払いに充当する退職給与引当資産からの繰入収入等

が計上されています。 

一方、支出の部には、退職金を含む教職員の人件費支出、教

育研究経費支出、管理経費支出、借入金等利息支出等の諸経

費のほか、借入金等返済支出、土地・建物等の施設関係支出、

機械器具・備品・図書等の設備関係支出等が計上されています。 

これらの収入および支出の中には、土地信託事業に伴う収

入・支出も含まれています。 

なお、学生生徒等納付金収入には前年度末に入金した新入

生の入学手続時の納付金が含まれていますが、これは当年度の

収入ではないので収入の部下段に記載の資金収入調整勘定で

控除しています。同様に、支出額には期末に予想される未払分も

含まれていますが、当年度の支出ではないので資金支出調整勘

定で控除しています。 

 

（１）収入の部（主なもの） 
 

①学生生徒等納付金収入 533億5,412万円（18億620万円増） 

授業料収入 398億5,402万円（13億2,247万円増） 

学部および大学院の新設等による在学生数の増加に伴う増収

や、1.5％の改定率による改定に伴う増収が主なものです。 

入学金収入 39億6,684万円（1億7,133万円増） 

大学院・学部・高等学院等全体で、13,692名の入学者を見込

みました。 

 



施設設備資金収入 79億4,707万円（2億1,369万円増） 

在学生数の増加に伴う増収等が主なものです。 

②手数料収入 39億8,975万円（284万円増） 

入学検定料収入 39億3,075万円（284万円増） 

2003年度中に受け入れる2004年度入学志願者の検定料収

入です。前年度予算比微増の116,891名の入学志願者総数を

見込みました。 

③寄付金収入 39億3,018万円（1億2,727万円増） 

特別寄付金収入 39億2,738万円（1億2,447万円増） 

創立125周年記念事業募金28億3,000万円、指定寄付金8億

円および教育振興資金2億円等です。 

④補助金収入 92億7,683万円（5億5,378万円減） 

国庫補助金収入 86億9,933万円（4億6,278万円減） 

経常費補助金85億円、施設整備費補助金1億8,000万円等で

す。 

地方公共団体補助金収入 5億7,000万円（9,100万円減） 

高等学院および本庄高等学院に対する補助金が主なもので、

東京都経常費補助金4億円、埼玉県学校運営費補助金1億

5,000万円を見込んでいます。 

⑤資産運用収入 12億1,290万円（2億4,883万円減） 

第3号基本金運用収入 7億1,015万円（1億7,752万円減） 

奨学基金、国際交流基金、研究助成基金等の基金へ組み入

れる受取利息等の見込額を計上しています。これらの果実収

入は、奨学費、外国大学との国際交流経費、特定課題研究助

成費等に充当されるものです。 

施設設備利用料収入 4億8,765万円（4,334万円減） 

土地・家屋等の賃貸料収入および教室・セミナーハウス等の

利用料収入です。 

⑥事業収入 41億1,086万円（1億1,146万円増） 

補助活動収入 7,761万円（4万円増） 

田無学生寮、東伏見学生寮、東伏見紺碧寮、市嶋記念千駄

木寮の寮費収入です。 

附属事業収入 11億7,909万円（6,149万円減） 

エクステンションセンターのオープンカレッジの講座料収入、

総合健康教育センターの治療費の収入等見込額です。 

受託事業収入 20億3,387万円（4億380万円増） 

理工学総合研究センター、アジア太平洋研究センター、国際

情報通信研究センター､材料技術研究所の受託研究料等の

見込額です。 

収益事業収入 3,500万円（2億2,500万円減） 

駒沢ガーデンハウスおよび西早稲田ビルディングを対象とす

る不動産貸付業による学校会計繰入金です。 

土地信託賃貸料収入 7億8,318万円（前年度と同額） 

土地信託事業の賃料および共益費の収入です。 

⑦雑収入 17億6,639万円（2億1,124万円増） 

退職金財団等交付金収入 12億5,438万円（2億2,028万円増） 

私立大学退職金財団等からの2003年度退職者に対する交付

金の見込額です。 

その他の雑収入 4億5,860万円（755万円減） 

早稲田カード・学生カード提携手数料、校友会からの業務委

託収入、教材売上代等が主な収入です。 

⑧借入金等収入 65億円（41億1,000万円減） 

長期借入金収入 8億5,000万円（2億6,000万円減） 

施設整備のために借り入れ予定の日本私立学校振興・共済

事業団からの長期借入金です。 

短期借入金収入 56億5,000万円（38億5,000万円減） 

施設整備を目的とした既存の借入金の借替えです。 

⑨前受金収入 107億8,860万円（7億9,333万円増） 

主に2003年度末に入金が見込まれる2004年度新入生の学生

生徒等納付金です。 

⑩その他の収入 63億4,852万円（19億9,292万円増） 

退職給与引当資産からの繰入収入  

14億9,349万円（2億7,590万円増） 

退職金の支払いに充てるため、引当資産から受け入れるもの

です。 

校友会奨学資金引当資産からの繰入収入 

 1億2,711万円（573万円減） 

校友会奨学金の支払いに充てるため、引当資産から受け入

れるものです。 

前期末未収入金収入 29億7,673万円（9億577万円増） 

2002年度末において未収が予想される学生生徒等納付金お

よび補助金等の2003年度入金見込額です。 

長期貸付金回収収入 1億8,242万円（3,176万円減） 

主に教職員厚生会貸付金の回収予定額です。 

奨学貸付金回収収入 2億9,376万円（1,252万円減） 

奨学金貸与者からの回収予定額です。 

⑪資金収入調整勘定 121億5,142万円（9億5,515万円増） 

期末未収入金 14億3,157万円（2億1,165万円増） 

学生生徒等納付金収入、補助金収入および退職金財団等交

付金収入のうち、2003年度末において予想される未収入分で

す。 

 

前期末前受金 106億5,458万円（7億4,349万円増） 

2002年度末に入学手続をする2003年度新入生の学費前受け

分です。 

前期末土地信託賃貸料前受金  

6,526万円（前年度予算と同額） 

2002年度末に入金される2003年4月分の土地信託賃貸料前

受け分です。 

 

（２）支出の部（主なもの） 
 

①人件費支出 394億4,532万円（16億6,016万円増） 

教員人件費支出 260億6,408万円（15億546万円増） 

新設学部・大学院等に対する教員の増員分、社会保険料の大

学負担分の増加等を見込んでいます。 

職員人件費支出 116億1,683万円（1億2,701万円減） 

時間外手当の調整等を見込んでいます。 

退職金支出 14億9,349万円（2億7,590万円増） 

定年退職者58名および中途退職者に支払う退職金の見込額

です。 

退職附加年金支出 1億6,601万円（14万円減） 

選択定年退職者のうち、退職附加年金支給者に対する2003

年度支給見込額です。 

②教育研究経費支出 203億1,699万円（9億8,574万円増） 

大学院・学部・高等学院・本庄高等学院・芸術学校・研究所・図

書館・学生部(セミナーハウス・学生寮等)等、教育研究に携わる

部門の諸経費です。 

光熱水費支出 16億5,159万円（1,327万円増） 

電気料10億4,867万円、水道料3億8,931万円、燃料費1億

9,109万円等です。 

委託費支出 67億5,257万円（4億9,862万円増） 

主なものは、建物管理・清掃費、警備業務委託費、人事業務

委託費等です。 

賃借料支出 15億3,437万円（5,194万円増） 

主なものは、土地建物賃借料、機械器具賃借料等です。 

奨学費支出 13億6,473万円（2億8,601万円増） 

大隈記念奨学基金、小野梓記念奨学基金および篤志家の寄

付により設定された奨学基金等から学生・生徒に給付される

奨学金や私費外国人留学生授業料補助金です。給付対象人

員は大隈記念奨学金154名、小野梓記念奨学金1,061名のほ

か、小野梓記念外国人留学生奨学金111名、早稲田カード奨

学金142名､大学院後期課程奨学金775名、校友会奨学金394

名等を予定しています。 

福利費支出 5億3,947万円（1,040万円増） 

主なものは、学生指導費､学生衛生管理費、セミナーハウス管

理費等です。 

③管理経費支出 30億5,581万円（2億8,039万円減） 

主として法人運営にかかわる部門の経費です。 

委託費支出 7億4,749万円（1億1,234万円増） 

主なものは、建物管理・清掃費、人事業務委託費等です。 

公租公課支出 2億986万円（6,687万円増） 

納付消費税、固定資産税・都市計画税、不動産取得税等の

支出です。 

広告費支出 1億5,752万円（1,088万円増） 

 



学生募集等にかかる広告費の支出です。 

土地信託経費支出 3億4,636万円（1,913万円減） 

土地信託事業の施設にかかわる施設管理費､信託管理費､修

繕費､公租公課等です。 

④借入金等利息支出 4億4,602万円（5億773万円減） 

借入金利息支出 4億1,243万円（5億529万円減） 

日本私立学校振興･共済事業団および市中銀行等からの施

設整備のための借入金に対する支払利息です。 

土地信託借入金利息支出 3,358万円（244万円減） 

土地信託事業による施設建設のための信託銀行からの借入

金に対する支払利息です。 

⑤借入金等返済支出 76億9,948万円（56億6,127万円減） 

借入金返済支出 76億1,448万円（56億6,127万円減） 

借入金の返済額であり、日本私立学校振興･共済事業団から

の借入金の返済額9億4,288万円、市中銀行からの借入金の

返済額66億7,000万円が主なものです。 

⑥施設関係支出 81億6,700万円（5億2,400万円増） 

建物支出 65億2,000万円（7億1,200万円増） 

主なものは、本庄校地建物新築工事、正門前整備工事、Ｂ棟

新築工事、漕艇部合宿所改修工事等です。 

構築物支出 13億8,700万円（100万円増） 

主なものは、鴨川施設計画工事、所沢校地開発計画工事、東

伏見校地運動施設整備工事、本庄校地開発計画工事等です。 

⑦設備関係支出 34億5,268万円（3億8,808万円増） 

教育研究用機器備品支出 25億6,805万円（3億8,802万円増） 

図書支出 8億7,852万円（332万円増） 

⑧資産運用支出 46億7,608万円（12億8,576万円減） 

退職附加年金引当資産への繰入支出 2億4,777万円（6,747万

円増） 

選択定年退職者への退職附加年金の支給のために引当資

産に繰り入れるものです。 

退職給与引当資産への繰入支出  

10億2,600万円（2億1,900万円増） 

退職給与引当金繰入額相当分を引当資産に繰り入れるもの

です。 

創立125周年記念事業引当資産への繰入支出  

26億4,374万円（3億7,624万円増） 

創立125周年記念事業募金の受入額から募金経費を控除し

た残額を引当資産に繰り入れるものです。 

第3号基本金引当資産支出 4,267万円（5,230万円減） 

各種奨学基金、国際交流基金、研究助成基金、教職員厚生

基金等の運用による受取利息および寄付金等から、各種奨

学金、国際交流経費、研究助成経費等の支払額を差し引い

た残額を引当資産に繰り入れるものです。 

特定目的引当資産への繰入支出  

5億2,206万円（1,021万円増） 

早稲田カード奨学金、文学部奨学金、人間科学部奨学金、教

職員給付奨学金などへの寄付金等のほか､貸与奨学金の奨

学貸付金回収予定額を引当資産に繰り入れるものです。 

⑨その他の支出 96億1,186万円（25億8,972万円増） 

長期貸付金支払支出 1億5,603万円（前年度と同額） 

教職員に対して貸付ける教職員厚生会貸付金です。 

奨学貸付金支払支出 2,640万円（1,826万円減） 

学部、高等学院、本庄高等学院、芸術学校の新入生を含む

74名に対する奨学貸付金の見込額です。 

⑩資金支出調整勘定 67億3,644万円（22億5,906万円増） 

期末未払金 67億3,644万円（22億5,906万円増） 

人件費、物件費等のうち、2003年度末において予想される未

払分です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【消費収支予算書の概要】 

 

消費収支予算書は、帰属収入(負債とならない収入)から、校舎

の建設費や機械器具・備品・図書等の資本的支出に充当する額

および奨学金等の諸基金に充当する額(基本金支出額)を控除し

て、残りを消費収入として、消費支出との均衡の状態、すなわち

経営状況を示すものです。 

したがって、資金収支予算書の収入から学校法人の帰属収入

とならない借入金等収入および資金の動きだけを示す前受金収

入、その他の収入等は除かれます。一方、支出から借入金等返

済支出、施設関係支出、設備関係支出等が除かれるとともに、消

費支出として退職給与引当金繰入額および減価償却額等が計上

されています。 

 

（資金収支予算書で説明したものは省略します） 

 

① 基本金組入(支出)額は、校地・校舎等の施設関係、機械器具・

備品・図書等の設備関係、過去に施設建設のために借り入れた

借入金の返済、および奨学基金等に支出するものであり、当年

度は183億7,200万円となる見込みです。 

② 教育研究経費・管理経費について、資金収支予算書に計上され

ている金額より大きくなっているのは、減価償却額が教育研究

経費で69億2,752万円、管理経費で4億8,345万円、土地信託経

費で4億4,185万円含まれているためです。 

③ 徴収不能引当金繰入額 4,395万円（719万円増） 

2003年度授業料等学費の未収見込額のうち次年度徴収不能額

を推定したものです。 

 

【収益事業会計予算の概要】 
 

収益事業会計予算書は､西早稲田ビルディングの1階から4階部

分の賃貸および駒沢ガーデンハウスの専有部分(26戸)の賃貸によ

る収益と費用を表わしたものです。なお、西早稲田ビルディングに

ついては2003年秋に賃貸契約の解除が予定されるため、賃料を半

期分のみ計上しています。 

（１）営業損益 

営業収益として、建物賃貸料収入3億3,621万円、共益費収入

4,257万円、施設設備利用料収入2,318万円および駐車場収入34万

円の合計4億231万円を計上しています。 

営業費用として、建物管理委託費、光熱水費、減価償却費および

公租公課等を計上し、合計で3億8,639万円となっています。 

その結果、営業利益として1,592万円が見込まれます。 

（２）営業外損益 

営業外収益として、預かり敷金等を公社債等で運用した受取利

息・配当金2,536万円を計上しています。 

（３）当期利益 

営業利益に上記の営業外収益を加えた結果、経常利益として

4,128万円が見込まれます。そのうちから学校会計に3,500万円を繰

り入れ、当期利益は628万円となり、前期繰越利益(見込)2,371万円

を加えると､次期繰越利益は2,999万円となる見込みです。 

 

【土地信託関係予算の概要】 

 

土地信託事業にかかわる予算については各科目の説明で触れ

ましたが、これをまとめると次のようになります。施設のテナントから

の土地信託賃貸料・共益費収入が7億8,318万円で、これに対して

施設管理費、信託管理費、損害保険料、公租公課等の土地信託経

費が7億8,822万円、土地信託借入金利息が3,358万円となっていま

す。 

土地信託賃貸料・共益費収入から、減価償却額を除いた土地

信託経費と土地信託借入金の元利金支払額とを差し引いた残額の

3億1,823万円は、大隈会館建設のために借り入れた借入金の償還

財源になります。なお、土地信託事業に係る借入金残高は、計画

通り着実に減少してきています。 

以 上 

 


